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通学等の ｢生活活動｣ と、体力の維持・向上を目的
とし、計画的・継続的に実施される「運動」の 2つ
が含まれる3）。歩数については、｢生活活動｣ と「運
動」を合わせたもので、概ね身体活動を評価してい
るものと言える3）。我々は最近、国民健康・栄養調
査のデータを用いて日本人成人のおよそ 20年間と
長期にわたる歩数の推移を男女別に年齢調整した上
で検討し、年齢調整歩数は男女ともに 1997-1998 年
ごろから 2008年まで低下したがその後横ばいに推
移していたことを報告した4）。｢生活活動｣ の多く
を占める通勤・通学等の移動5）については、全国都
市交通特性調査結果6）から、日本人では 1987年か
ら 2005年までは車の使用が増えていたが、2005年
以降車の使用状況が変わっていなかったことが示さ
れており、｢生活活動｣ も近年変化のない、歩数の

は じ め に

日本の生活習慣病対策の一つである健康日本 21
は、2000年から一次計画、そして 2013年より第二
次計画が開始され、2018年 9月に第二次計画の中
間評価が報告された1）2）。中間評価報告では、健康
日本 21（第二次）計画の身体活動・運動に関する
目標のうち、「住民が運動しやすいまちづくり・環
境整備に取り組む自治体数の増加」については改善
を認めたが、「日常生活における歩数の増加」や「運
動習慣者の割合の増加」については改善を認めず、
第二次計画のベースラインデータを取得した 2010
年以降 2016年まで歩数、運動習慣者割合の両者と
もほとんど変化がなかったと報告されている2）。
身体活動には日常生活における労働、家事、通勤・
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した上で男女別に明らかにすることを目的とした。
　1995年から 2016年までの国民健康・栄養調査において 20歳以上の運動習慣の問に答えた 143,066名
を対象とした。運動習慣者の定義は、「1回 30分以上の運動を週 2回以上実施し、1年以上継続してい
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　男性では 1995年から 2016年の間の年齢調整運動習慣者割合に有意な変化を認めなかった。一方女性
では、変曲点を認めた 2000年までは有意に増加し、それ以降有意に低下していた。日本人成人におけ
る運動習慣者の割合は、2016年までの 22年間で男性は横ばいであったが、女性では 2000年以降低下
していたことが示された。
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推移とパラレルな推移となっている状況が伺える。
一方、「運動習慣」については、「1997年から

2009年まで男女とも年齢調整を行った運動習慣者
割合に有意な変化はなかった」と健康日本 21（第
一次）最終評価で報告されている7）。我が国では、
運動習慣者の割合（国民健康・栄養調査による定義）
は若年者よりも高齢者で高いことが国民健康・栄養
調査において報告されている8）。国民健康・栄養調
査の対象である日本人集団では高齢化が急速に進ん
でいること、さらに国民健康・栄養調査の協力者は
若年者で年々低下してきている8）ことを踏まえ、健
康日本 21（第二次）中間評価における「2010年以
降 2016年まで年齢調整していない運動習慣者割合
に男女とも変化がなかった」という結果と前述の健
康日本 21（第一次）最終評価を合わせて考えると、
運動習慣者割合はこのおよそ 20年間は年齢調整し
ない場合は横ばいの推移で、年齢調整を行った場合
は 2009年までは横ばいで 2010年以降は低下してい
たことが予測される。これまで日本人の運動習慣に
ついて年齢調整した上でその推移を長期的に検討し
た報告は我々の知る限り認めないが、長期的な運動
習慣の推移を検討することにより、日本人における
身体活動に関する課題をより詳細に明らかにするこ
とができるかもしれない。近年、女性のライフスタ
イルの変化が著しいことを勘案すると9）、長期的に
は男女で異なる運動習慣者割合の推移を示す可能性
があるが、そのような検討も行われていない。そこ
で、本研究の目的は、1995年から 2016年の 22年
間分の国民健康・栄養調査のデータを用いて、日本
人成人における運動習慣者割合の推移を男女別に明
らかにすることとした。

研究材料および方法

1.　研究デザイン
記述的疫学研究である。
2.　調査方法および評価項目
国民健康・栄養調査
国民健康・栄養調査は、国民の健康状態及び熱量・
栄養素等の摂取状況を把握し、健康増進、栄養改善
の施策を講ずるための基礎資料とすることを目的に
1945年以降 2003年までは栄養改善法に基づき国民
栄養調査として、それ以降は健康増進法に基づき国
民健康・栄養調査として、厚生労働省が毎年実施し
ている調査である。調査は、大きく ① 身体状況調

査、② 栄養摂取状況調査、③ 生活習慣調査の 3つ
の調査パートから成っている10）。① の身体状況調
査では、被調査者の利便性の良い施設に被調査者に
来所してもらい、そこで身長・体重､ 腹囲､ 血圧の
測定､ 血液検査及び運動習慣を含めた問診を行って
いる。先行研究にその他詳細が記載されている11）。

3.　対象者
国民健康・栄養調査の対象
国民健康・栄養調査の対象を決めるため、国民生
活基礎調査において設定されたおよそ 5,000-5,700
単位区（一つの国勢調査区を地理的に分割したもの）
から、毎年 300単位区が層化無作為抽出され、300
単位区内の世帯（約 6,000世帯）及び世帯員（調査
年 11月 1日現在で満 1歳以上の者、約 18,000人）
が対象となっている8）。ただし、2012年及び 2016
年の調査については、調査結果の都道府県比較が可
能となるよう通常の国民健康・栄養調査のおよそ 4
倍のサンプルが抽出された、2010年国勢調査を基
礎調査とした拡大調査であり、例年の国民健康・栄
養調査とはサンプリングの方法が異なっている。
2012年の調査対象については、各道府県から 10地
区及び東京都から 15 地区が選ばれ、合計 475地区
の 23,750世帯を対象として実施された。なお、
2011年の東日本大震災の影響により調査実施が不
可能な 4地区については，代替調査区が再抽出され
た。2016年の調査対象についても同様に各道府県
から 10地区及び東京都から 15 地区が選ばれ、合計
475地区の 24,187世帯が対象として実施された。な
お、2016年 4月の熊本地震、8月の台風 10 号、10 
月の鳥取県中部地震の影響により調査実施が不可能
な 13地区については，代替調査区が再抽出された。
各地区における全ての世帯の 1歳以上の世帯員が対
象となった。

1995年から 2016年の国民健康・栄養調査に参加
した対象者の合計は 286,704名であった。例年の調
査ではおよそ 15,000名から 18,000名、拡大調査で
はおよそ 61,000名が抽出された。国民健康・栄養
調査の毎年の正確なサンプルサイズ、回答率は公表
されていないが、西らは国民健康・栄養調査と国民
生活基礎調査のデータを比較し、2003年から 2007
年の世帯レベルの平均回答率を算出した結果、
66.4%であったことを報告している10）。
本研究の対象
本研究では、1995年から 2016年までの 22年間
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の国民健康・栄養調査の対象となった 20歳以上の
者 233,351名（男性 108,057名、女性 125,294名）
を対象とした。身体状況調査に参加した 20歳以上
の者でかつ運動習慣についての回答が得られた者
143,066名（男性 60,596名、女性 82,470名）を対象
に集計・解析を行った。

4.　運動習慣者の定義
運動習慣は、「1回 30分以上の運動を週 2回以上

実施し、1年以上継続している者」を運動習慣者と
して把握している。ただし、1995年から 2012年ま
では身体状況調査における問診にておいて、上述の
定義を 1つの問診項目で把握しており、「1 健康上
の理由で運動ができない」、「2 その他の理由で運動
ができない」、「3 運動の習慣有り」のうちいずれか
を選択した者うち、3を選択したものを運動習慣者
としていた。2013年以降は、問診にて「現在，医
師等からの運動禁止の有無」に「有」と回答したも
のは「運動習慣」に関する回答は不要となり、「無」
の者のうち、「1週間の運動日数」、「運動を行う日
の平均運動時間」及び「運動の継続年数」の 3つの
質問から、「実施頻度として週 2日以上」、「運動を
行う日の平均運動時間として 30 分以上」、 「運動の
継続期間として 1年以上」の 3つを満たす者を運動
習慣者とした。

5.　統計解析
1995年から 2016年のデータを用いて男女別に運

動習慣者の割合を算出した。さらに、人口構成の変
化の影響を取り除くため、1995年のデータを元に
1995年から 2016年調査における年齢調整した運動
習慣者割合も男女別に算出した。運動習慣者割合及
び年齢調整運動習慣者の割合の推移について
Joinpointトレンド解析による検討を行った。年齢調
整運動習慣者割合の推移については、2012年調査
及び 2016年調査はその他の調査年とサンプリング
法が異なり、2013年-2016年調査は 1995-2012年調
査までと運動習慣者の定義は同様であってもその尋
ね方が異なっていたため、感度分析として 1995-

2011年までの推移の検討も行った。
全ての記述的な解析は IBM SPSS Statistics version 

21 （SPSS Inc., Chicago, IL., USA）を用い、Joinpoint
トレンド解析は Joinpoint Regression Program version 
4.6 0.0 （NCI, USA）12）を用いた。Joinpoint解析は米
国 National Cancer Institute（NIC）においてがん罹患
率や死亡率などのデータの経年的変化を捉えるため

に開発された解析方法である13）。年間増加割合を
Annual Percent Change（APC）と呼び、この APCが
有意に増加、または低下しているか統計的に検討し、
APCの変曲点である Joinpointを求めることができ
る。従来は、がん罹患率や死亡率などのデータに用
いられてきたが、近年、たばこ販売実績14）や身体活
動トレンド15）など様々な生活習慣等のトレンドの評
価に応用されてきており、本研究でもこの Joinpoint
解析を用いて日本人成人の運動習慣者割合の長期推
移を明らかにすることとした。

6.　倫理的配慮
統計法第 33条の規定に基づく申し出を行い、厚

生労働省の承認を得て、連結不可能匿名化された
1995 年から 2016年のデータの提供を受けた。本研
究は、平成 28年度～平成 31年度文部科学省科学研
究費助成事業基盤研究（B）「身体活動推進のため
のポピュレーション戦略 : 地域ランダム化試験お
よびその拡散研究（基盤研究（B））」（研究代表者 : 
井上茂）の一環として厚生労働省の承認を得て実施
した。本研究はまた東京医科大学の倫理委員会に
よって承認されており（承認番号 SH3432）、ヘルシ
ンキ宣言及び人を対象とする医学系研究に関する倫
理指針に則り実施された。

結　　　果

表 1に 1995年から 2016年の各国民健康・栄養調
査の対象となった人数、同 20歳以上の人数及び本
研究における対象者の人数を男女別に示した。国民
健康・栄養調査に協力した成人のうち、身体状況調
査において運動習慣にも回答し本研究の解析対象と
なった割合は、男性では 56.1%、女性では 65.8%で
あった。
図 1に男女別の運動習慣者割合の推移、図 2に男
女別の年齢調整した運動習慣者割合の推移を示し
た。これらの割合について Joinpointトレンド解析
を行った結果を図 3（年齢調整なしの男女の結果）
及び図 4（年齢調整ありの男女の結果）に示した。
年齢調整していない運動習慣者割合のトレンド解
析の結果については、男性では 1995年から 2016年
の間に変曲点は認めず、APC=1.05 （p<0.001）と、
有意に増加トレンドを示した（図 3）。一方、女性
では 1995-2000年までは APC=4.51 （p<0.01）と有意
に増加していたが、2000年に変曲点を認め、それ
以降は APC=−0.36 （p=0.168）と、有意な変化は認
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めなかった（図 3）。
年齢調整した運動習慣者割合のトレンド解析の結
果については、男性では 1995年から 2016年の間に
変曲点は認めず、APC=0.13 （p=0.545）と有意な変
化は認めなかったが（図 4）、女性では 1995-2000
年までは APC=3.75 （p=0.033）と有意に増加し、
2000年に変曲点を認め、それ以降は APC=−1.46 
（p<0.001）と、運動習慣者割合は有意に低下してい
た（図 4）。感度分析として行った 1995-2011年ま
での年齢調整運動習慣者割合のトレンド解析の結果
も男女ともに本解析の結果と同様であった（データ
は非表示）。

考　　　察

年齢調整していない運動習慣者割合の推移
本研究では 1995年から 2016年までの 22年間の
国民健康・栄養調査のデータを用いて、日本人成人
における運動習慣者割合の推移を男女別に明らかに
した。特に、Joinpoint解析を用いて定量的に増減あ
るいは不変かの検討を行ったことから、推移グラフ
の増減トレンドを目視によって判断する方法よりも
客観的な評価を行うことができた。年齢調整してい
ない運動習慣者割合の推移を検討したところ、男性
では 1995年から 2016年の間、有意に増加トレンド
を示した。一方、女性では 1995-2000年まで有意に
増加していたが、2000年に変曲点を認め、それ以
降は運動習慣者割合に有意な変化を認めなかった。
内閣府及びスポーツ庁では1991年から2012年は「体

Table 1.　 Numbers of subjects in each NHNS-J from 1995 
to 2016

Year Number of 
participants#1 

Number of  
adults subjects#2

Number of   
study samples

1995 14,240 10,767 7,963
1996 14,019 10,865 7,625
1997 13,289 10,406 7,535
1998 14,159 11,081 7,898
1999 12,763 10,120 6,616
2000 12,271 9,676 6,815
2001 12,481 9,825 6,443
2002 11,491 9,273 6,019
2003 11,630 9,431 6,040
2004 9,484 7,615 4,573
2005 9,561 7,774 4,336
2006 9,923 7,983 4,968
2007 9,611 7,819 4,038
2008 9,886 8,330 5,596
2009 9,942 8,125 4,872
2010 9,636 8,015 4,621
2011 8,761 7,202 4,188
2012#2 36,408 30,639 16,650
2013 8,619 7,248 4,090
2014 9,127 7,738 4,242
2015 8,583 7,194 3,985
2016#2 30,820 26,225 13,953

#1　 All households and residents aged 1 year or older in a 
unit were asked to participate in the NHNS-J. 

#2　 In 2012 and 2016, expanded surveys, with almost 3 
times the number of samples compared with the usual 
NHNS-J were conducted to compare NHNS-J results 
among 47 prefectures, which correspond to the basic 
units of local governments in Japan. In addition, the 
sampling method used in 2012 and 2016 was different 
from that of the NHNS-J surveys in the other years.

Fig. 1 Trends in percentages in Japanese adults who routinely exercised between 1995 and 2016 by sex.
 “Routine exerciser” was defined as those who exercised twice a week, 30 min per session, and continued for more than 1 year.
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力・スポーツに関する世論調査」、2015年には「東
京オリンピック・パラリンピックに関する世論調
査」、2016年からは「スポーツの実施状況等に関す
る世論調査」の中で、週 1日以上運動・スポーツを
する者の割合を調査し、1991-2017年の推移を報告
している16）。その結果では、サンプル数やサンプリ
ング、運動習慣の定義も国民健康・栄養調査のそれ
とは異なるが、男女ともに運動・スポーツをする者
の割合が増加トレンドを示していたことを報告して
いる16）。2017年の週 1日以上運動・スポーツをす

る者の割合は男性で 53%、女性で 50%であったが、
週 3日以上となると、男性で 27%、女性で 25%程
度であった16）。一方、国民健康・栄養調査では、「1
回 30分以上の運動を週 2回以上実施し、1年以上
継続している者」を運動習慣者として把握している。
2017年の国民栄養調査の値では、男性 32%、女性
25%とスポーツ庁の報告の値よりも男女の差が大
きいようであるが、これは運動頻度のみでなく、「1
回 30分以上あるいは 1年以上継続した者」という
条件を考慮した場合、女性で運動習慣者が少なく

5

Fig. 2 Trends in age-adjusted percentages in Japanese adults who routinely exercised between 1995 and 2016 by sex.
 “Routine exerciser” was defined as those who exercised twice a week, 30 min per session, and continued for more than 1 year.

Fig. 3 Results of Joinpoint regression trend analyses of percentages in Japanese who routinely exercised between 1995 and 2016 by 
sex. 

 “Routine exerciser” was defined as those who exercised twice a week, 30 min per session, and continued for more than 1 year.
 Joinpoint analysis revealed that percentages in Japanese who routinely exercised showed a trend toward a significant increase 

in men between 1995 and 2016 （Annual Percent Change （APC） = 1.05, p < 0.001）, and a trend toward a significant increase 
in women between 1995 and 2000 （APC = 4.51, p < 0.01）.　No significant trend was observed in women until 2016 （APC = 
−0.36, p = 0.168）.
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なったためかもしれない。いずれにせよ、本研究で
得られた年齢調整していない運動習慣者トレンド
は、内閣府・スポーツ庁報告の結果と男性での増加
トレンドは一致、女性では 2000年までは一致して
いたといえる。
年齢調整した運動習慣者割合の推移
年齢調整した運動習慣者割合の推移を検討したと
ころ、男性では 1995年から 2016年の間に変曲点は
認めず、また、増加や低下など有意な変化も認めな
かった。一方女性では、1995-2000年までは有意に
増加し、2000年に変曲点を認め、それ以降、運動
習慣者割合は有意に低下していたことが明らかに
なった。2011年に行われた健康日本 21（第一次）
最終報告では、日本人成人の運動習慣者は 1997年
から 2009年まで増加しており、年齢調整するとそ
の間不変であったことが報告されていた7）。西らは
国民健康・栄養調査では、急速な高齢化と若年成人
の調査への低参加が身体活動のデータに影響を及ぼ
しており、年齢の標準化の必要性を報告した17）。本
研究でも年齢調整していない運動習慣者割合推移と
年齢調整した運動習慣者割合推移ではトレンドが異
なっており、運動習慣の正しいトレンドを把握する
には年齢標準化が必要であることを支持する結果で
あったと考えられる。
女性の年齢調整運動習慣者割合が 2000年まで増
加していた理由の推察
女性において 2000年までは年齢調整運動習慣者

割合が増加していたが、その理由は明らかではない。
しかしながら、我が国では 1989年より第 2次国民
健康づくり対策（アクティブ 80ヘルスプラン）の
中で、栄養、運動、休養の健康づくり対策の 3本柱
のうち遅れていた運動習慣の普及に重点を置いた施
策が実施され、具体的には、健康増進事業の健康運
動指導者等のマンパワーの確保、健康づくりのため
の運動所要量の策定と啓発、健康増進施設認定制度
の普及が進められた。例えば、このような施策の効
果が男性よりも女性に対してより有効であった可能
性が考えられる。なぜならば、2002年保健福祉動
向調査では、全国の日本人を対象に運動する理由に
ついて尋ねているが、「健康の維持・増進のため」、「医
師から言われた」、あるいは「美容のため」と答え
た者の割合が男性よりも女性で多く、「好きだから」、
「つきあいのため」、「職業だから」と答えた者の割
合は女性よりも男性で多かった18）。このように、健
康に焦点を当てた運動推進施策は、男性よりも女性
でより有効であったのかもしれない。
女性の年齢調整運動習慣者割合が 2000年以降低
下していた理由の推察
2000年以降女性の年齢調整運動習慣者割合がむ
しろ低下していた理由についても本研究の結果から
は明らかにできないが、この 20年間で若い世代の
女性の社会的背景が男性よりも大きく変化したこと
が関連しているかもしれない。我が国では、初めて
出産する女性の平均年齢は、1995年に 27.5歳であっ

6

Fig. 4 Joinpoint regression trend analyses of age-adjusted percentages in Japanese who routinely exercised between 1995 and 2016 
by sex.

 “Routine exerciser” was defined as those who exercised twice a week, 30 min per session, and continued for more than 1 year.
 Analysis revealed no joinpoints or significant trends in age-adjusted percentages in Japanese who routinely exercised between 

1995 and 2016 （Annual Percent Change （APC） = 0.13, p = 0.545） in men ; in women, however, a trend toward a significant 
increase was observed between 1995 and 2000 （APC = 3.75, p = 0.033）.　A joinpoint was observed in 2000, followed by a 
trend toward a significant decrease （APC = −1.46, p < 0.001） until 2016 in women.
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たが、2015年には 31.8歳と上昇し、30-50歳で出
産する女性が増加している19）。さらに、女性の労働
力率は、結婚・出産期に当たる 30代、40代に一旦
低下し、育児が落ち着いた時期に再び上昇するとい
う、いわゆるM字カーブを描くことが知られてい
るが、近年、20代、30代女性の有配偶者における
就業者割合が高くなってきており、M字の底であっ
た 30代女性の就業者割合が上昇することで、M字
の谷の部分が浅くなってきていることが報告されて
いる20）。すなわち、結婚や出産をしても仕事を続け
ている女性が増えていると考えられる。2017年の
スポーツ庁の調査では、運動しない理由として男女
共に最も多いのは「仕事や家事が忙しい」であっ 
た16）。家事負担も男性よりも多い我が国の女性21）に
おいては、男性よりも家事負担に加え、仕事の負担
が増えてきてより多忙となり、運動するための十分
な時間を確保できず、このような推移を示したのか
もしれない。
研究の限界点と強調点
本研究の限界としては、運動習慣に関する質問が
妥当化された質問で尋ねられているわけでないこ
と、運動習慣の尋ね方が 2012年までと 2013年から
が若干異なっていること、2012年及び 2016年調査
のサンプリング方法が他の年の調査と異なること等
が挙げられる。しかしながら、運動習慣者の定義そ
のものは「1回 30分以上の運動を週 2回以上実施し、
1年以上継続している者」であり、全年で同一であ
る。また、サンプリングや尋ね方の違いについては、
2012年以降のデータを除く、1995年から 2011年ま
での 17年間分のデータのみで感度分析を行い、そ
の分析においても同様の結果が得られている。さら
に、2012年まで国民健康・栄養調査で用いられて
きた運動習慣に関する質問については、ボランティ
アの日本人成人を対象とした研究の中で、簡易的な
質問一つに回答するだけで日常の身体活動状況をあ
る程度推定することが可能であると示されてお 
り22）、2013年以降はその尋ね方が変わってはいる
ものの、ある程度は妥当な評価法であると言える。
以上より、いくつかの限界点はあるものの、日本人
成人の代表的なサンプルを用いて 22年間運動習慣
をモニターし、男女別に年齢調整した運動習慣者割
合のトレンドを検討した本研究の結果は、今後の我
が国の運動施策を検討する上で有用な知見であると
考えられる。

結　　　論

・1995-2016年の 20年以上に及ぶ国民健康・栄養
調査のデータを用いて、運動習慣者の割合の推移
を男女別に示した。
・年齢調整していない運動習慣者割合は、男性では

1995年から 2016年の間有意に増加トレンドを示
したが、女性では 1995-2000年まで有意に増加し
ていたが、2000年に変曲点を認め、それ以降運
動習慣者割合に有意な変化を認めなかった。
・年齢調整した運動習慣者割合は、男性では 1995
年から 2016年の間に有意な変化は認めず、女性
では 1995-2000年までは有意に増加していたが、
2000年に変曲点を認め、それ以降運動習慣者割
合は有意に低下していた。
・1995年以降は、運動習慣者割合は増加していな
い。特に、女性の運動習慣者割合は近年低下して
おり、女性特有の社会背景に配慮して、運動習慣
獲得や継続への支援を行っていくことが国策とし
て重要であると考えられた。
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Trends in exercise prevalence among Japanese adults based on  
National Health and Nutrition Survey data 
̶Investigation by Joinpoint trend analysis

Tomoko TAKAMIYA, Yuko ODAGIRI,  Hiroyuki KIKUCHI,  
Noritoshi FUKUSHIMA, Toshio HAYASHI, Shigeru INOUE

Department of Preventive Medicine and Public Health, Tokyo Medical University, Tokyo, JAPAN 

Abstract

　　Trends in exercise prevalence among Japanese adults by sex with age-adjustment were investigated using raw data from the 
National Health and Nutrition Surveys Japan （NHNS-J） performed between 1995 and 2016.　The subjects comprised 143,066 
men and women aged 20 years or more who responded to questions concerning exercise habits in the NHNS-J.　 Exercisers 
were defined as those who routinely exercised for more than 30 minutes a day more than twice a week and who maintained that 
routine for more than one year.　Time trends in exercise prevalence among Japanese adults by sex were analyzed using 
Joinpoint regression.
　　Whereas age-adjusted exercise prevalence showed no significant difference among men, it showed a significant increase 
between 1995 and 2000 followed by a significant decrease among women.
　　Age-adjusted exercise prevalence among Japanese women decreased from 2000 until recently, whereas it remained stable 
among men over the 22-year period covered.

〈Key words〉:  Exercise, Physical Activity, National Health and Nutrition Surveys, Trend, Joinpoint regression, and subgroup 
analysis by sex
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